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日光市企画総務部総合政策課 

 

 

 

 
 

エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた生活者や事業者の支援を主たる目的

として、国から交付される物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、次の事業に

取り組みます。なお、各事業の早期実施に向け、予算措置等の詳細は調整中です。 

 

【実施事業】 

No 事業名 事業概要 担当課 

1 
物価高騰対策生活者支

援事業 

市民１人当たり 5,000 円の商品券を支給

（共通券 1,000 円×５枚） 
商工課 

2 
小中学校給食費無償化

事業 

市内小中学校の給食費を無償化 

（国・県補助残を市が負担） 
学校教育課 

3 
プレミアム付き商品券発

行事業 

日光とくとく商品券を発行 

（プレミアム率 30％・50,000 組） 
商工課 

4 防犯灯電気料助成事業 防犯灯の電気料を全額助成 生活安全課 

5 街路灯電気料助成事業 街路灯の電気料を全額助成 商工課 

6 
保育園等第２子以降副食

費無償化事業 

保育園、幼稚園、認定こども園における 

第２子以降副食費を無償化 
保育課 

7 水道料金減免事業 水道基本料金を４か月間減免 水道課 

8 
農業・水産事業者経営支

援事業 

収入に応じ、農業事業者及び水産事業者

の経営を支援 
農政課 

9 
地域公共交通等支援事

業 

バス、タクシー及び第３セクター鉄道事業

者の経営を支援 
都市計画課 

 

 

 

【本件に関する問合せ先】 

日光市企画総務部総合政策課政策調整係 担当：長田 

電話：0288—21—5131    MAIL：seisaku@city.nikko.lg.jp 

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業について 
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